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2023（令和 5）年度 事業報告書 

 

Ⅰ 概要 

2023（令和 5）年度、神奈川県福利協会は、公益財団法人として、法人目的である福祉に係る非営 

利の法人活動の促進と充実を図り、もって県内における社会福祉の向上と民間公益活動の発展に寄 

与すべく活動してまいりました。 

健全かつ適正な協会運営を図る為、評議員会（2回）、理事会（2回）、監事会（1回）、運営委員会 

（3回）、資産運用委員会（3回）、貸付運営委員会（書面 6回）、広報委員会（3回）、評議員選定委 

員会（1回）を開催し、重要な事項を審議しました。又、事業執行や決算等の監事監査及び会計監 

査人による監査を実施しました。 

業務全体をたえず見直し、効率化を図った結果、管理費（変動の大きい退職金を除く）の前年度 

比変化率を 3.8％の減少にすることができました。 

 

Ⅱ 公益目的事業 

1  退職共済事業 

   加入施設・団体は、13カ所増加する一方で、事業廃止などを理由に 11カ所減少し 917カ所にな

りました。加入者は、283人減少し 26,259人になりました。 

   共済掛金は、37億 3,833万円をお預かりし、退職一時金等は、計 2,992人に対して、29億 

8,695万円の給付を行いました。 

   退職共済積立金の運用資産時価額は、27億 5,855万円増加して 392億 2,556万円になりまし 

た。掛金累計額及び退職一時金要支給額に対する運用資産時価額の比率は、それぞれ 112.7％、

102.9％に上昇しました。 

また、退職共済システムのサーバー更改に伴い、セキュリティの高いクラウドサーバーへ移行し

ました。 

 

ア 加入施設・団体数と加入者数の推移  

  2023年 4月 1日 増加数 減少数 2024年 3月 31日 

加入施設・団体数（カ所） 915 13 11 917 

加入者数（人） 26,542 3,018 3,301 26,259 

イ 退職一時金等の給付                     （）は予算、以下同じ 

退職一時金       2,799人       2,985,021,370円   （2,600 人   2,366,000,000 円） 

退会一時金        193人         1,930,000円    （ 200 人      2,000,000 円） 

計          2,992人       2,986,951,370円    （2,800 人  2,368,000,000 円） 

ウ 退職共済積立金の運用状況 

Ⓐ運用資産時価額（億円） 392.25   

Ⓑ掛金累計額（億円） 347.95 比率＝Ⓐ/Ⓑ 112.7% 

Ⓒ退職一時金要支給額（億円）（注） 381.18 比率＝Ⓐ/Ⓒ 102.9% 

（注）過去の加入期間に応じた退職金の現時点における債務（加入者全員が退職したと仮定した場合に支払う金額） 

 

2  福利厚生事業                                  

加入施設・団体が個別では十分に行いづらい福利厚生について、当協会のスケールメリットを 
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生かし実施しました。退職共済積立金の運用収益や受託事業の事業収入等を有効に活用し、内 

容変更も行うなど、加入者等のニーズに合った事業を展開しました。     

                              

（1）従事者厚生事業             事業費 15,803,200円    (9,715,000 円) 

 従事者の激励と日頃の労をねぎらう為、以下の通りに実施しました。 

 

実施内容 実施日 参加人数（人） 総事業費(円) 

横浜スタジアムで野球観戦 7月 23日 
635 

（内家族 271） 
2,459,100 

東京ディズニーリゾート 

コーポレートプログラム利用券 
6月１日～2月 28日 1,116 976,500 

劇団四季観劇 11月 12日 70 1,330,000  

帝国ホテル 食事クーポン 11月 1日～2月 28日 60 595,000  

ジェフグルメカード(食事クーポン) 2月～ 2,000 9,800,000  

歌舞伎観劇 1月 17日・19日 34 642,600 

合計 
3,915 

（内家族 271） 

15,803,200 

（協会負担金

3,534,800） 

   （参加人数 2,400 人、協会負担金 3,415,000 円） 

 

（2）貸付事業  

ア 生活資金貸付        5件      1,900,000円                  （8,000,000 円） 

 医療費、学費、自動車の購入等、生活に必要な臨時的資金の貸付を行いました。 

イ 住宅・土地資金貸付   0件              0円           （3,000,000 円） 

（3）慶弔等給付事業 

ア 慶弔金 

結婚又は死亡時に、それぞれ祝金又は弔慰金を給付しました。      

結婚祝金       469人      4,690,000円 

弔慰金         22人         660,000円  

計       491人    5,350,000円       （670 人  7,000,000 円) 

イ 長期加入者顕彰 

加入者の長期にわたる貢献に対し、加入期間 30年、40年、50年該当者に記念品を贈り顕  

彰しました。 

30年          127人      2,540,000円 

40年           17人        340,000円 

50年        0人          0円     

計        144人       2,880,000円           （145 人   2,900,000円) 

 

3 研修事業                                 

（1）社会福祉施設運営等研修事業          事業費     134,160円      (450,000 円） 

加入施設・団体のニーズに応え、講師を派遣する出張型として次のテーマで行いました。 

  ・接遇セミナー    老人福祉施設・・・・・・・・・・40人 

  ・安全運転セミナー  救護施設、障害者援護施設・・・・35人  合計 75人 
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（2）退職共済関係等研修事業       事業費   292,050 円       (90,000 円）              

退職共済事業、福利厚生事業等の事務研修会を開催しました。 

（開催日:11月 15日（水）／会場:ＡＰ横浜／参加者:対面 30人＋オンライン 106人) 

    

 4 広報普及事業                       事業費  2,834,099円   （3,000,000 円） 

広報紙「福利かながわ」については、広報委員会の意見等を参考に、数字、グラフなど、見やす 

くわかりやすい編集に努め、当協会の業務、施設の紹介、加入者等の近況だよりなどをとりまと 

めました。年 3回（毎号 27,000部）発行し、全施設および全加入者に配布しました。また、ホ 

ームページ等を活用し、当協会事業の理解と普及促進に努めました。 

 

 5 福利厚生センター業務受託事業           事業費  14,939,264円     （17,260,000 円） 

社会福祉法人福利厚生センターから事業を受託し、より多くの加入者が参加していただけるよ 

う内容変更し、映画前売券あっせんをはじめ、観劇、スポーツ観戦、旅行等の交流事業を実施し 

ました。  

 

区分 内  容 参加人数 総事業費(円) 

映画前売券 TOHOシネマズ共通前売券、イオン・109映画共通前売券 3,612 5,279,500 

興行チケット 
野球観戦、Jリーグ観戦、劇団四季観劇、帝国劇場観劇、

ミュージカル鑑賞、TUBEコンサート、プロレス観戦 
915 3,126,114 

旅行・飲食関係 
ディズニー利用券、サンリオイベント、ラフォーレ宿泊、

ランチクーポン 
827 6,533,650 

合計 13事業 5,354 14,939,264 

    (助成費充当額 6,471,594) 

                           （5,750 人 助成費充当額 6,360,000 円) 

      

 6 その他の福利厚生関連事業 

（1）施設利用事業 

テーマパークや宿泊施設等と契約を結び、加入者カード等の提示又は加入者割引利用ガイド 

ブック等の提出により、加入者及び同伴者が割引料金で利用できるよう拡大に努めました。 

（2）あっせん事業 

デパート、メガネ、旅行及びレンタカーなどの割引利用や、引越し、畳、ふすまの取替え 

などの業者を指定し、低廉な価格で利用できるようあっせんしたほか、三井住友信託銀行 

と提携し、低利な融資利率による住宅・土地資金の融資のあっせんを行いました。 

（3）積立年金保険事業 

加入者の自助年金として積立年金保険業務を行いました。（加入者 25 人、新規募集は終了）  

 

Ⅲ 収益事業 

１ 損害保険代理店事業 

三井住友海上火災保険（株）の代理店として、共済契約者をはじめ施設等を対象に火災、自動 

車、新種（施設賠償・旅行傷害等）の各種損害保険業務をプロ代理店、（株）新都心エージェ 

ンシーと連携して行いました。 

連携により、手数料収入は 50％ずつの按分になりました。 

手数料収入               6,999,241円             （3,900,000円） 

内訳   火災保険   3,454,477円 
自動車保険  2,350,494円 
新種保険   1,194,270円 
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Ⅳ 理事会及び評議員会の開催状況   

会議名 年月日 内容 

理事会 

2023年 

（令和 5） 

6月 14日 

＜議案＞ 1 2022（令和 4）年度 事業報告並びに決算について 

  2 評議員会の開催について 

＜報告＞ 1 会計監査人の再任について 

  2 新規加入申込施設について 

  3 2022（令和 4）年度 共済積立金運用状況について  

  4 今後のスケジュールについて 

2024年 

（令和 6） 

3月 18日 

＜議案＞ 1 2023（令和 5）年度 補正予算について 

  2 2024（令和 6）年度 事業計画並びに予算について 

  
3 新規加入申込施設について 

4 役員賠償責任保険契約の締結について 

  5 評議員会の開催について 

＜報告＞ 1 規程の一部改正および制定について 

  

2 次期役員等の選出状況について 

3 共済積立金運用状況について 

4 今後のスケジュールについて 

評議員会 

2023年 

（令和 5） 

6月 30日 

＜議案＞ 1 2022（令和 4）年度 事業報告並びに決算について 

  2 会計監査人の再任について 

＜報告＞ 1 2022（令和 4）年度 共済積立金運用状況について  

  2 今後のスケジュールについて 

2024年 

（令和 6） 

3月 29日 

＜報告＞ 1 2023（令和 5）年度 補正予算について 

  2 2024（令和 6）年度 事業計画並びに予算について 

  

3 規程の一部改正および制定について 

4 次期役員等の選出状況について 

5 共済積立金運用状況について 

6 役員賠償責任保険契約の締結について 

7 今後のスケジュールについて 

 


